
 

 

 

 

 

令和元年度 事業報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

自：令 和 元 年 1 2 月 1 8 日 

至：令 和 2 年 3 月 3 1 日 

 

一般社団法人 大学アライアンスやまなし 

 

 



 

1. 活動概要 

一般社団法人 大学アライアンスやまなし（以下、本法人）は、大学相互間や大学と

研究機関等との間における連携推進事業を行うとともに、参画する機関との間におけ

る各種連携事業を円滑に実施できる仕組みを構築することを目的としている。 

 

 このため、令和元年度は、「事業実施に向けた運営及び具体的な連携事業を検討

する体制の構築」を活動方針として掲げ、各種機関を設置するなど、具体的な検討作

業や大学間の調整を行い、各種連携事業に向けた準備を進めてきたところである。

具体的には、令和 2年度から本格的に実施する連携事業の制度設計や本法人の運

営に必要となる各種規則、連携事業に係る基本方針等の制定などを行った。 

 

また、本法人の設立意義や今後の展望等を広く周知することを目的に積極的な広

報展開を行った。さらに、現在、文部科学省において制度設計中である“大学等連携

推進法人（仮称）”の関する情報収集等を行うなど、全国初の認定を目指した準備を

進め、令和元年度事業計画書に記載した事業を概ね予定どおり実施した。 

 

2. 事業活動 

2-1：総務関係 

2-1-1：会議等の開催状況 

 

（1） 総会 

 令和 2 年 1 月 20 日（月） 令和元年度第 1回臨時総会 

 令和 2 年 3 月 25 日（水） 令和元年度第 2回臨時総会 

 

（2） 理事会 

 令和元年 12 月 18 日（水） 令和元年度第 1回理事会 

 令和 2 年 1 月 9 日（木） 令和元年度第 2回理事会（決議の省略） 

 令和 2 年 3 月 17 日（火） 令和元年度第 3回理事会 

 

（3） その他会議等（委員会・式典関係） 

連携事業実施委員会 

 令和 2 年 3 月 13 日（金） 令和元年度第 1回連携事業実施委員会 

 令和 2 年 3 月 16 日（月）－17日（火） 臨時メール会議 



 

連携事業実施委員会傘下のWG 

 令和元年 12 月 19 日（木） 第 1回社会科学・地域貢献WG 

 令和 2 年 1 月 20 日（月） 第 1回幼児教育・教職WG 

 令和 2 年 1 月 21 日（火） 第 1回教養教育WG 

 令和 2 年 2 月 20 日（木） 第 1回管理運営WG 

 令和 2 年 2 月 27 日（木） 第 2回社会科学・地域貢献WG 

 令和 2 年 3 月 3 日（月） 第 2回幼児教育・教職WG 

 

式典関係 

 令和 2 年 1 月 27 日（月） 設立記念式典及び祝賀会 

（設立記念式典：15時 30分～17時 10分） 

（設立記念祝賀会：17時 30分～19時 15分） 

 

場 所：ベルクラシック甲府（甲府市丸の内 1丁目 1-17） 

参加者：（代理・途中退席を含む） 

 設立記念式典：114名（大学関係者 71名、来賓 43名） 

 設立記念祝賀会： 79名（大学関係者 49名、来賓 30名） 

 

2-1-2：事務局の整備状況 

 

（1） 事務局の整備 

 本法人の主たる事務所を山梨大学（甲府キャンパス）本部棟 2階（山梨県甲

府市武田四丁目 4番 37号）に定め、事務局体制を整備した。 

 

（2） 他機関における法人運営に係る調査 

 本法人の運営における事務処理上の参考及び公的機関への申請手続き等

の確認のため、事務担当者が関係機関に訪問し、聞取り調査を実施した。 

 

（3） 法人運営に必要となる各種規則の整備 

 業務の適正を確保するため、本法人の運営にあたり必要となる規則を制定

した。 

 

 理事会傘下に設置した委員会の運営にあたり、必要となる規則を制定した。 

 

 

 



 

2-1-3：広報の活動状況 

 

（1） 本法人のホームページの開設 

 本法人の設立に合わせて、令和元年 12月 18日（水）ホームページ

（https://university-alliance-yamanashi.jp/）を開設し、適宜、活動状況に

係る記事の投稿や公開情報の更新を行った。 

 

（2） 一般社団法人の設立発表 

 本法人の設立を地域社会等へ広く周知するため、令和元年 12月 18日（水）

に設立記者会見（看板上掲式含む）を実施した。 

 

（3） 各種報道機関からの取材対応 

 本法人の事業構想や活動状況を紹介してもらい、理解を得るため、報道機

関からの取材に適宜対応した。 

 

2-2：連携事業関係 

2-2-1：連携事業の運営法人（一般社団法人）の設立 

 

（1） 連携事業の実施を担保する運営法人の設立 

 令和元年12月18日（水）に関係書類一式を甲府地方法務局へ提出し、一般

社団法人の設立登記申請を行った。 

 

（2） 法人運営の執行機関である理事会の設置 

 両大学の関係者及び外部有識者を理事とし、本法人の運営上、必要となる

事項を審議する理事会を設置した。また、併せて円滑な運営を図るため、理

事会運営規則を制定した。 

 

（3） 地域からの高等教育に対する意見を反映できる体制の整備 

 地元産業界からの有識者にも本法人の理事に就任頂き、理事会において

様々な視点から意見を伺った。 

 

 定款に“大学等連携推進評議会”の設置に係る条文を盛り込んでおり、幅広

い関係者から多様な意見を聞く体制の準備を進めている。 

 

 



 

2-2-2：連携事業の検討体制の構築 

 

（1） 理事会の傘下に連携事業の実施に向けた検討機関である「連携事業実施委員 

会」と教育の質保証に係る「教育の質保証委員会」の設置 

 理事会において、「連携事業実施委員会」・「教育の質保証委員会」の設置及

び構成メンバー（委員）を決議し、関係規則を制定した。 

 

 連携事業実施委員会の開催状況は、活動報告書の提出とともに、理事会へ

の報告があった。 

 

（2） 参画する社員間の調整を図るため、「連携事業実施委員会」を設置し、その傘 

下に具体的な連携事業の協議機関である 5つの検討WGの設置 

 連携事業の実施にあたり必要となる基本方針等について、傘下のWGで検

討を行い、連携事業実施委員会で審議し、理事会で決議を行った。 

 

 適宜開催されたWGには、事務局も陪席若しくは資料提供を受けることで、

検討内容の把握を行った。 

 

 

2-2-3：具体的な大学間連携事業の検討状況 

 

 各種連携事業の運営上必要となる基本方針等を理事会にて制定した。 

 

 両大学間で実施する連携事業に係る経費の取扱いについて基本的な方向性を

確認した。 

 

 

2-2-4：大学等連携推進法人（仮称）認定に向けた準備状況 

 

 理事会等において、文部科学省のホームページにおいて公表されている中央教

育審議会（大学分科会）資料の配付や同分科会参加者からの説明など、情報共

有を行った。 

 

 

 

 



 

3. 役員等の人事 

3-1：理事・監事 

役職 氏名 異動年月日 異動事由 

理事 

（代表） 
島 田  眞 路 令和元年 12月 18日 就任 

理事 

（副代表） 
清 水  一 彦 令和元年 12月 18日 就任 

理事 早 川  正 幸 令和元年 12月 18日 就任 

理事 袖 山  禎 之 令和元年 12月 18日 就任 

理事 流石  ゆり子 令和元年 12月 18日 就任 

理事 相 原  正 志 令和元年 12月 18日 就任 

理事 丸 茂  紀 彦 令和元年 12月 18日 就任 

理事 進 藤  中 令和元年 12月 18日 就任 

理事 

（専務理事） 
白 沢  一 男 令和元年 12月 18日 就任 

監事 八巻 佐知子 令和元年 12月 18日 就任 

監事 久保嶋 正子 令和元年 12月 18日 就任 

任期は令和 3年度定時総会の終結の時まで 

 

 

 

 

 

 

 



 

3-2：委員会委員 

3-2-1：連携事業実施委員会 

役職 氏名 異動年月日 異動事由 

委員長 早 川  正 幸 令和元年 12月 18日 就任 

委員 袖 山  禎 之 令和元年 12月 18日 就任 

委員 流石  ゆり子 令和元年 12月 18日 就任 

委員 相 原  正 志 令和元年 12月 18日 就任 

委員 白 沢  一 男 令和元年 12月 18日 就任 

 

3-2-2：教育の質保証委員会 

役職 氏名 異動年月日 異動事由 

委員長 清 水  一 彦 令和元年 12月 18日 就任 

委員 下 村  幸 仁 令和元年 12月 18日 就任 

委員 八 代  一 浩 令和元年 12月 18日 就任 

委員 名 取  初 美 令和元年 12月 18日 就任 

委員 村 松  俊 夫 令和元年 12月 18日 就任 

委員 風間  ふたば 令和元年 12月 18日 就任 

委員 宮 村  季 浩 令和元年 12月 18日 就任 

委員 塙  雅 典 令和元年 12月 18日 就任 

 

 



 

3-3：事務局体制 

役職 氏名 異動年月日 異動事由 

事務局長 山 田  徹 令和元年 12月 18日 就任 

事務局次長 志 村  尚 紀 令和元年 12月 18日 就任 

専門職員 牧 野  智 令和元年 12月 18日 就任 

専門職員 岩 村  徹 令和元年 12月 18日 就任 

事務局員 小田切 麻衣 令和元年 12月 18日 就任 

（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

4. 監査状況等 

4-1：業務監査 

 監事が令和元年度に開催された各理事会に出席し、業務の執行状況を確認した。 

 

 令和 2年 5月 29日（金）に令和元年度における事業報告書（案）に基づき、業務

監査を実施した。 

 

4-2：会計監査 

 令和 2年 5月 29日（金）に令和元年度における会計監査を実施した。 

 

 

 

 

 

 



 

5. 登記・届出事項 

 甲府地方法務局 

設立登記（登記年月日：令和元年 12月 18日） 

 

 山梨県総合県税事務所（事業税課） 

法人設立の届出書（届出年月日：令和元年 12月 25日） 

 

 甲府市（市民税課）  

法人設立の届出書（届出年月日：令和元年 12月 25日） 

 

 甲府税務署 

給与支払事務所等の開設届（届出年月日：令和 2年 2月 6日） 

 

6. 会員一覧 

6-1：参加法人会員 

法人名 代表者 入会日 備考 

国立大学法人 

山 梨 大 学 
島 田  眞 路 － 設立時社員 

公立大学法人 

山梨県立大学 
清 水  一 彦 － 設立時社員 

（令和 2年 3月 31日現在） 

 

6-2：参加団体会員 

 なし 

 

7. 附属明細書 

令和元年度事業報告には、｢一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則｣第34条第3項に規定する附属明細書に記載すべき｢事業報告の内容を補足す

る重要な事項｣が存在しないので、これを作成しない。 

 


